










































































































































































































































































⒅　野間禮二「犯罪の証明 ― 再論」判例タイムズ921号29頁（1996年）（以下，「再論」 
として引用する），36頁以下。なお，ここで用いられている，「勘による疑い（Hunch）」， 
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より容易かつ安定感のあるものと
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取り逃がさないようにするため
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釈しようとする
















































































































































3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
『疑
い』は，合理的か不合理かのどちらかであり，視点によって変わり得る性質
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のものではない
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のイメージに比べてこの程度だという認識があり
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」（51），「合理的なものといい得る





































































































Neil. B. Cohen, Confidence in Probability: Burdens of Persuasion in a World of Imperfect 














































































































































































































































































象 B が起きる確率（事前確率）」，「P（B|A）：事象 A が発生したことを条件
として事象 B が起きる確率（事後確率）」，「P（A|B）：事象 B が発生したこ
とを条件として事象 A が起きる確率（尤度）」を意味する。




























































































































































スの紹介がある。See also Laurence H Tribe, Trial by Mathematics: Precision and Ritual 
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よって判断される





























































































　J. Cohen は，民事裁判における証明についても，「無賃入場客のパラドックス（the 
paradox of the gatecrasher）」という事例を用いて確率論的証明理論の問題点を指摘して





























　The ProbAble] at 25.　上記のパラドックスについては，三木・前掲注393頁以下，小
林公『法哲学』（木鐸社，2009年）448頁以下に紹介がある。
　なお，J. Cohen は，数学的蓋然性については，Blaise Pascal に因み，「パスカル的蓋然
性（Pascalian Probability）」と呼称し，自らが提唱する「帰納的蓋然性」については，
Francis Bacon に因み，「ベイコン的蓋然性（Baconian probability）」と呼称している。




⎝102　L. Jonathan Cohen, On the Psychology of Prediction: Whose is the Fallacy?, 2 
CogniTion 385 (1929) [hereinafter J. Cohen, Prediction] at 389.









































具 体 的 な 事 件 に お い て，真 実 を 証 言 し て い る（produce veridical 
testimony）といえる程度に，高度の帰納的蓋然性を備えているかを判断し
なければならない。







その後の論稿において，経済学者である John Maynard Keynes が提示した
「証拠の重み」あるいは「推論の重み（weight of argument）」という考え
方を主軸に据えて，その意義を明らかにしようと試みている（106）。





⎝105　PAul RoberTs & AdriAn ZuckermAn, CriminAl Evidence (2d ed. 2010) at 260.
⎝106　J. Cohen は，1922年に公刊された主著においても，Keynes の「証拠の重み」の理論を
取り上げている。See e.g., J. Cohen, The ProbAble, supra note 99 at 213. また，同書刊行
後，本稿が主に取り上げる後注⎝111以前に，Keynes の「証拠の重み」の理論について詳細
に検討している。L. Jonathan Cohen, Twelve Questions about Keynes’s Concept of 






























　これに対し，仮説 h1に基づくｘの確率が 3/4 で，仮説 h1と h2 に基づく
ｘの確率が 2/3 であるとき，仮説 h1と h2 に基づくｘの確率が実際に 2/3 で




x が真であるか否かには関係がなく，後に x が真であると判明したとしても
「仮説 h1に基づくｘ」の確率が 3/4 であるというのは誤りである，という
ことにはならない。同様に，「仮説 h1と h2 に基づくｘ」の確率が 2/3 であ

































⎝111　L. Jonathan Cohen, The Role of Evidential Weight in Criminal Proof, 66 B.U.L. Rev. 







「法廷で現に明らかにされた事実にもとづけば，有罪（Guilty on the facts 























































⎝112　J. Cohen, The Role, supra note 111 at 638.





























⎝114　See e.g., Dale A Nance,The Weight of Evidence, 2008 EpisTeme 262 (2008) at 225.
⎝115　J. Cohen, The Role, supra note 111 at 644.



























イズ論的立場からの批判は David Schum の書評に委ねている。See also David Schum, 
Book Revew: A Review of a Case against Blaise Pascal and his Hairs, 22 Mich. L. Rev. 
446 (1929). しかし，Schum は，その後の諸論稿で，J. Cohen の提唱した帰納的蓋然性及
び「証拠の重み」の理論と，ベイズ論的証明理論の止揚を試みている。See e.g., DAvid A 
schum, The EvidenTiAl FoundATions of ProbAbilisTic ReAsoning (2001) at 243; also 
David A Schum & Jon R. Morris, Assessing the Competence and Credibility of Human 
Sources of Intelligence Evidence: Contributions from Law and Probability, 6 LAw, 







































⎝121　J. Cohen, Prediction, supra note 102 at 389. See also J. Cohen, The Role, supra note 
111 at 639.
⎝122　See e.g., F. Picinali, Structuring Inferential Reasoning in Criminal Fact Finding, 11 




















⎝123　Nance, supra note 114 at 225. See also Mark Klamberg, The Alternative Hypothesis　
Approach, Robustness and International Criminal Justice, 13 J. InT. CriminAl JusTice 535 
(2015) at 542.
⎝124　See e.g., Terence Anderson & DAvid Schum eT Al., supra note 48 at 224; RoberTs & 
ZuckermAn, supra note 105 at 260. See also, A.A.S. ZuckermAn, The Principles of 
CriminAl Evidence (1989) at 134. なお，長谷部・前掲注82頁が，J. Cohen 及び A.A.S. 
Zuckerman の見解を紹介している。
　　また，「証拠の重み」の理論を簡便に紹介する近時の文献として以下のものがある。Ho 
Hock LAi, A Philosophy of Evidence LAw : JusTice in The SerAch for TruTh (2008) at 
165. See also Chales Yablon, The Meaning of Probability Judgements: An Essay on the 
Use and Misuse of Behavioral Economics, 2004 U. ILL. L. Rev. 899 (2004) at 916; Andrew 
E. Taslitz，Cybersurveillance Without Restraint?: The Meaning and Social Value of the 
Probable Cause and Reasonable Suspicion Standards in Governmental Access to Third-
Party Electronic Records,103 J. Crim. L. & Criminology 839 (2013) at 892. 
⎝125　現在の解明度論が採用している比較衡量基準は，現実に存在する証拠の量が所与の前
提となっていることを指摘するものとして，宇藤・前掲注９頁。





































































































































































　ここで，Keynes の指摘を振り返ってみよう。Keynes は，「仮説 h1に基づ
くｘ」の確率は，実際にｘが真であるか否かには関係がなく，後にｘが真で
あると判明したとしても「『仮説 h1に基づくｘ』の確率は 3/4 」が間違いと














あるという事実は，「『仮説 h1に基づくｘ』の確率が 3/4 」であるという結
論を反駁するものではなく，証拠にもとづいてなされる判断もしくは計算に




















率が検証されるように（132），「仮説 h1に基づく x の確率」が，当該条件下に
おける x の確率ではなく，x の真偽を問題にするものであれば，実際に x が
真かどうかは，その予測の適否の判定に決定的な意味を持つことになる。す
なわち，蓋然性又は確率の判断については，その対象の捉え方 ― 蓋然性

































































































































































































































































































































⎝156　See Klamberg supra note 123 at 545. 「証拠の重み」の理論を支持する立場から，証拠
収集の程度という問題と，訴訟構造との関係に言及している。
⎝157　争点整理のあり方については，平木正洋「公判前整理手続の運営」松尾浩也＝岩瀬徹
編『実例刑事訴訟法Ⅱ』82頁（青林書院，2012年），91頁等参照。また，朝山芳史「裁判
員裁判における公判前整理手続の運用」安廣文夫編著『裁判員裁判時代の刑事裁判』55
頁（成文堂，2015年），68頁は，裁判所の後見的立場を強調し，実体的真実を追求するた
　め，当事者が主張していない事実であっても，裁判所が積極的に解明すべきであるとい
う従前の有力な見解につき，誤判防止の見地から一定の有用性は認められるものの，当
　事者追行主義の建前と整合しない，と指摘している。
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断の確実性の向上は，基本的に（158），当事者に委ねられており，公判前整理
手続等において当事者が設定した争点につき，厳選された証拠（規則189条
の２）の取り調べが尽くされれば，原則として，その確実性を十分なものと
して扱う，というかたちで制度設計がなされているとみるべきであろう（159）。
結びに代えて
　公訴時効制度の存在理由に係る訴訟法説的説明について，立法技術的な観
点からの批判を超えて，同説が制度根拠とする時の経過による証拠散逸の意
義を検討するため，本稿では，その準備作業として，刑事訴訟における解明
度について考察してきた。
　確かに，刑事訴訟法学において，解明度について十分に議論が展開されて
きたとはいい難いのが現状である。しかし，「確信」の要否をめぐる議論な
ど従前の議論の中にも，実質的には解明度と同様に，新たな証拠で証明の程
度が変動する可能性を対象としていると見受けられるものがある。また，こ
れまでは，「合理的な疑いを超える証明」という高度な証明度に到達するた
めに，相応の関係資料を探り尽くす必要があるというかたちで，「証明の程度」
と，その基礎となる証拠ないし情報量との間には比例関係が成立しており，
両者の区別を明確にする契機に乏しかった。しかし，今日，DNA 型鑑定の
みによる犯人性の認定の許否が現実的な検討課題となっているほか，「新た
　　なお，秋山・前掲注⎝13422頁は，裁判員裁判における公判審理は，昭和20年代の立法者
やその法の趣旨に忠実に実践しようとした実務家が目指していた本来のスタイルに戻る
のである，とする。また，笹倉・前掲注⎝13413頁は，当事者が事件の真の「核心」を見極
める能力を持てば，当事者に自由に主張，立証させ，裁判所が当事者を突き放すことの
できる真の当事者追行主義が実現するであろう，とする。
⎝158　笹倉・前掲注⎝134５頁が指摘するように，当事者間に争いがなくても，法律上，必ず証
拠によって認定されなければならない事実は存在するであろう。
⎝159　宇藤・前掲注12頁は，即決裁判手続について，「『被告人の自由意思』に基づき，通
常の公判手続よりも制限された解明度でよしとすることを選択するとして説明できる。」
としている。解明度の理論的位置付けについては詳らかにはされていないが，解明度に
係る判断が，当事者に委ねられるとする点では，本稿と軌を一つにしているといえる。
刑事訴訟における解明度
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な刑事司法制度」が構築された後も，自白事件を簡易迅速に処理する制度の
あり方が検討課題となる可能性が残されている（160）。前記の比例関係が成立
しない，これらの課題を検討する上では，証明度と解明度の区別を明確にし
ておくことが便宜であると思われる。
　刑事訴訟法学において，解明度論の浸透が妨げられてきた原因のひとつと
して，解明度と，その契機となっている確率論的証明理論モデルとの関係の
整理が十分ではなかったという事情があると思われる。斯かる見立てから，
本稿では，両者の関係を分析，整理し，解明度という考え方を用いるにあた
って，証明過程を確率論的に捉える立場を前提とする必要がないことを明示
しようと試みてみた。しかしながら，確率論的証明理論モデルを前提とする
場合，解明度及びその判断基準を用いる必要性は，実践的な観点から基礎付
けられるのに対して，これを前提としない場合には，あらためてその理論的
な位置付けを検討する必要がある。そこで，本稿では，解明度論と同じく，
証明過程のうち主要事実の存否に係る判断の基礎となっている情報量を対象
とする「証拠の重み」の理論を手掛かりとして，解明度に理論的基礎を付与
することを試みた。その結果，刑事裁判における合理的な疑いを超える証明
から，有罪判決に至る過程に介在する帰納的推論ないし決断に，解明度の理
論的基礎を見出すことができるのではないかとの試論を提示した。
　上記の試論及び帰納的推論ないし決断の確実性の判断に係る基準について
は，検討を要する点が多分に残されているが，訴訟法説的説明の検討に向け
て，解明度という分析道具を整備するという所期の目的を遂げることはでき
たように思われる。
⎝160　大澤裕ほか「〈座談会〉『新たな刑事司法制度』の構築に向けて ― 法制審議会答申の
検討」論究ジュリスト12号４頁（2015年），44頁〔上野友慈〕。
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